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動物愛護法の改正を求める請願署名

動物福祉の『5つの自由』を盛り込む ( 第 2 条 )

基本原則に現行法に欠けている「恐怖や抑圧からの自由」「自然に

行動できる自由」を追加し、動物福祉を法の理念に掲げる。

第一種動物取扱業の規制を強化・拡大 ( 第二節 )

最低限の飼育環境設備の基準を定め、立入を義務化する等、ペッ

トショップやブリーダー、動物園や動物カフェ等の動物取扱業の

規制を強化し、動物を適切に扱えない業者や移動展示販売業者等

は営業できないようにする。

また対象業種に動物実験施設、畜産関係業、輸送業者等、生きて

いる脊椎動物を扱うすべての業を含める。

特定動物の飼育規制を強化（第 26 条）
適正に飼育することが難しいライオンやクマ等の特定動物をペッ

ト目的で飼育することの禁止等、規制を強化する。

自治体による引取り・収容・殺処分の改善（第 35 条）
犬猫の定点収集を実質禁止し、駆除目的で捕獲された猫の引取り

を原則禁止とする。殺処分方法、収容施設の改善により、収容動

物の福祉を向上させる。

繁殖制限を強化（第 37 条）
遺棄や殺処分、劣悪多頭飼育等をなくすため、犬猫に限らず飼育

している動物の繁殖制限をより強く促す。また自治体に地域猫活

動支援を義務付ける。

動物実験の代替・削減を強化（第 41 条）
代替法がある場合にそれを利用することや実験動物使用数の削減

を義務とすることで、「動物実験の3R 」に実効性を持たせる。また、

代替法の開発・普及を国の責務とする。

虐待防止を強化、罰則を強化（第六章）
殺傷罪の罰則の上限を器物損壊より重くするなど、すべての罰則

を強化する。適切な運動をさせない、恐怖やストレスを与える、

世話をせず放置するなどの虐待の定義を盛り込むことで取締りや

立件をしやすくするとともに、行政による緊急一時保護を可能に

する。また、すべての脊椎動物を対象とする。

畜産動物についての条項を追加（新設）
国際的な基準を踏まえた飼育や処分方法に関する基準を定める等、

基本的な条項を新たに作る。農林水産省の各機関と連携し、畜産

業においても動物福祉が守られるようにする。

署名実施団体

NPO法人動物実験の廃止を求める会（JAVA）
PEACE 命の搾取ではなく尊厳を
NPO法人アニマルライツセンター（ARC）

署名は、下記集約先に郵送してください

〒150-0031 東京都渋谷区桜丘町 29 番 31 号 清桜 404
NPO 法人 JAVA 署名係
TEL：03-5456-9311

「動物の愛護及び管理に関する法律」は2012 年に3度目の改正がされました。しかし、依然として動物虐待や
劣悪飼育といった問題が後を絶ちません。そこで、この法律の実効性を高め、また、守られる動物種と規制対
象になる業種を広げること等によって、人が飼育する国内のすべての動物がより適正に扱われるよう、改正
していただくことを請願いたします。
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